
         
第２期計画における幡多地域アクションプラン（案） 

【資料４】



 
７ 幡多地域 

 

（１） 地域の産業を取り巻く状況 

 

高知県の西南部に位置する当地域は、四国で最も温暖な気候や黒潮の恵みなどの自然

条件を活かした第一次産業を中心としながら、近年では大規模な工業団地の開発による

企業誘致や四万十川・足摺岬など全国に誇れる観光資源を活用することで、産業の振興

を図ってきました。 

平成 17 年と平成 22 年の国勢調査の結果をみると、この 5 年間で当地域の人口は６．

８％減、高齢化率も２９．７％から３２．８％となるなど、人口減、高齢化の進行がま

すます顕著になっています。特に、生産年齢人口は１０．３％減と地域内人口の減少率

を大きく上回っており、就業の場とともに産業の担い手を確保することが大きな課題と

なっています。こうした状況を踏まえ、これまでに、一次産業の基盤づくりや地域内で

の加工品づくり、観光振興の仕組みづくりなどに取り組みました。 

 

農業では、野菜、花卉、果樹、水稲などが栽培されていますが、国内外の産地間競争

の激化や価格の低迷、生産コストの上昇などにより、産地の維持が課題となっています。

こうした状況のなか、農産物の高付加価値化や生産性の向上、集落営農の推進による作

業の効率化に取り組むほか、地域内での加工品づくりを目指した栗・芋・ユズ・サトウ

キビなどの栽培も広がってきています。 

 

林業は、小規模所有者が多いことや林道・作業道の開設の遅れ、長引く木材価格の低

迷などにより、厳しい状況が続いていますが、森の工場づくりや地域内の木材ブランド

化など、森林資源の価値を高める取組が進んできています。また、備長炭生産の再興や

再生可能エネルギーとしての木材活用の検討など、森林資源をより広く活用する取組も

始まっています。 

 

水産業は、沿岸・沖合漁業や魚類養殖業が盛んでしたが、生産量の減少や魚価の低迷、

燃油価格の高騰などが漁業者の所得に大きな影響を及ぼしています。また、四万十川の

アユやアオノリなどの天然資源の減少も深刻化しています。こうした状況を克服するた

めに、磯焼け対策やサンゴ保全、産学官連携による四万十川の調査・研究など、天然資

源保護に向けた取組のほか、スジアオノリ養殖の研究や水産資源を活用した加工品づく

りにも取り組んでいます。 

 

商工業では、四万十市が圏域商業の拠点的な役割を果たしていますが、郊外に大規模

小売店を中心とした新たな商業集積が進み、既存商店街の空洞化が深刻な状況になって

います。四万十市では地域内農産品の集荷・販売の仕組みづくりや、それを活用した総

菜作りなど、中心市街地での新しい切り口による店舗展開に取り組み始めました。 

また、地域内の一次産品を活用した特産品づくりと販路拡大など、一次産品に付加価

値をつけて地域外に売り出す新しい産業への取組が芽生え始めました。 

 

観光に関しては、清流四万十川や足摺宇和海国立公園など知名度の高い観光資源があ

り、豊かな自然を活かした滞在型・体験型観光が進んでいます。さらに幡多地域全体を

全国に発信するための組織の充実や地域の魅力を活かした体験メニューの拡充、地域全

体でのおもてなしの心の養成など、より一層魅力的な地域となるよう取り組んでいます。 



 
（２） 地域アクションプランの概要 

 

  当地域では、まず、様々な生産活動の基盤となる一次産業振興の取組を継続します。

また、それらを活用した加工品づくりが各地で芽生え始めており、今後は更なる販売拡

大や製造基盤の充実に取り組み、事業者の経営安定を図ると同時に、新たな特産品づく

りにも取り組んでいきます。一方で、地域の優れた自然環境を守りながら、長期滞在が

可能な観光ルートや交流拠点づくりなどを行い、交流人口の拡大に力を入れます。その

際には、広域的な視点や「環境」に配慮した仕組みなどを取り入れ、新たな魅力の創出

にも努めます。 

 

農業分野では、今後も安全・安心を目指す産地づくりを進め、より効率的で生産性の

高い農業経営体の育成を図ります。果樹ではユズ、直七、栗など、特徴のある品目の生

産拡大を一層進め、競争力のある産地づくりを目指します。花卉では、ダリヤやテマリ

ソウなどの有望品目への転換を含めた産地再生に取り組みます。地域内で注目されはじ

めた農産物加工の取組の拡大や有機農業の普及拡大等にも引き続き取り組みます。 

 

林業分野については、成熟しつつあるヒノキなどの森林資源を活用するため「森の工

場」づくりを推進し、事業体と担い手の育成を図ることで、素材の増産を進めます。ま

た、ヒノキのブランド化戦略や備長炭の生産拡大など、森林資源に付加価値をつける取

組を継続します。加えて、国の新エネルギー政策を視野に入れ、再生可能エネルギーと

しての木質資源活用の可能性の検討にも取り組みます。 

 

水産業分野では、まず、地域内で種苗生産を行い安定した養殖漁業経営を目指します。

メジカ（宗田節）、キビナゴ、タイや清水サバなど地域を代表する魚は、知名度の向上

やブランド化に取り組むとともに加工事業を推し進め、販売拡大や新商品づくりを行い、

更なる地産外商の拡大を目指します。四万十川では、天然スジアオノリやアユの調査・

研究を高知大学と連携して行うとともに、スジアオノリ養殖の可能性も検討します。カ

ツオは、近年整備された活餌施設などの整備を進め、地域内での更なる水揚げの増加を

目指し、同時に体験メニューへの活用など、新たな切り口での取組も継続します。  
商工業分野については、これまで各地で整備されてきた魚や黒砂糖といった地域資源

の加工施設での生産や加工品の充実・販売の拡大を図り、地産外商の拡大を目指すとと

もに、新たな販売拠点づくりを行うなど地域内での販売拡大・にぎわいづくりにも取り

組み、地場産業の振興を目指します。また、それと同時に、知的財産の活用など、新し

い分野での取り組みも行います。 

 

地域の重要な産業の一つである観光分野については、恵まれた自然と文化を活かした

滞在型・体験型観光の更なる発展を目指します。幡多広域観光協議会をはじめ、地域全

体で取り組んできた様々な取組の更なる充実・発展を図るとともに、地域内の観光拠点

の充実も視野に入れながら、大月町などで芽生えてきた新たな取組とも連携して、長期

滞在が可能な魅力ある観光ルートづくりに取り組みます。 

 

各分野の取組に加えて、地域内での情報共有や事業者間の連携、県内他地域との連携

による多角的なビジネス展開により、地域の産業振興に取り組みます。 



 
（３） 重点的な取組 

 

○ 安定した農業経営体づくりと地域に根ざした有望品目づくり 

（より生産性の高い農業経営体育成、ユズ・直七・栗・ダリヤ・テマリソウ・ラ

ッキョウ・サトウキビ等の特徴ある品目の栽培など） 

○ 森林資源の活用促進 

          （森の工場、木材製品の品質向上・表示・ブランド化、木質バイオマスの活用検 

           討・備長炭の生産など） 

○ 安定した漁業生産を目指す取り組み 

（種苗生産、カツオ活餌の安定供給など） 

○ 地域産物を活用した６次産業の振興 

（しみずの元気再生事業、黒潮印の商品開発、宿毛の直七・魚の加工、四万十市

の栗、ブシュカン加工など取り組みが始まった事業の更なる飛躍、新商品づく

りなど） 

○ 地域再生への総合的な取組 

（土佐清水市地域再生計画、拠点ビジネスの推進(四万十市西土佐地区、大月町、

黒潮町佐賀地区)など） 

○ 滞在型・体験型観光の推進 

（地域コーディネート組織の活動充実、土佐清水市や四万十市など既存観光資源

の検証及び振興策の検討、大月町などの新たな観光資源の掘り起こしなど） 

 

 

 

（４） 主要な指標及び目標 

 

項     目 実  績 目  標 

主要農産物の生産量等 

  大規模農業経営体数 

  直七 

  ユズ（三原村の生産量）  

 

H22：  ２経営体 

H22：  ２１ｔ 

H22：  ７４ｔ 

 

H27： １０経営体 

H27： １００ｔ 

H27： ４００ｔ 

森の工場の木材生産量 H22： 13,871 ㎥ H27： 20,000 ㎥ 

６次産業売上額 H22： 1,363 百万円 H27： 1,500 百万円 

ビジネス拠点組織の売上額 H22：  169 百万円 H27：  250 百万円 

修学旅行等受入人数 H22： ３,０７４人 H27： ４,０００人 

 

 注１：大規模農業経営体とは、年間 1,500 万円以上の売上がある農業者 

注２：６次産業売上額は、土佐食（株）の売上額 

注３：ビジネス拠点組織の売上額は、ふれあいパーク大月の売上額 

 

 



（５）　具体的な取組

№

宿
毛
市

土
佐
清
水
市

四
万
十
市

大
月
町

三
原
村

黒
潮
町

1 水稲と露地野菜を基幹とした水田農業の担い手育成 ● ● ● ● ● ●

2 有機農業普及・拡大事業 ●

3 三原村農業公社を核とした農業支援システムの構築 ●

4 「若山楮」ブランド復活プロジェクト ●

5 弘法大師ゆかりの七立栗　特産品化計画 ●

6 有望品目への転換を含めた、大方南部地域の産地再生 ●

7 森の工場・間伐の推進 ● ● ● ● ● ●

8 バイオマスを利用した木材の乾燥施設等の導入 ●

9 「四万十の家」と地域産ヒノキの販売の推進 ●

10 町内の持続可能な山林資源を活用した製炭事業 ●

11 地域活性化のための魚加工・販売体制の強化・推進 ●

12 宿毛湾を中心とする地域水産物の流通・加工体制の推進 ●

13 民間企業との連携による水産物の販路拡大 ●

14 宿毛近海の水産資源を活用した地域ブランド確立・推進事業 ●

15 サメ漁業の復活に向けた取組 ●

16 宗田節の販路拡大に向けた取組 ●

17 “川辺の暮らし”を支える豊かな四万十川再生プラン ●

18 キビナゴ加工商品の生産体制強化 ●

項　　　　　　　　　　目

様式２

強

19 大月町種苗生産施設活用による県内産養殖種苗のシェア拡大 ●

20 直七の生産、加工、販売の促進 ●

21 地域の素材を活用した「おいしいもの」づくり ●

22 土佐清水市地域再生計画（大岐地区等の開発計画） ●

23 地域資源を統括したプログラム構築によるしみずの元気再生事業 ●

24 土佐清水知的財産産業化事業 ●

25 地元農産物を使った商品開発事業 ●

26 「いちじょこさん市場」を拠点とした中心市街地活性化の推進 ●

27 栗からはじまる西土佐地産外商プロジェクト ●

28 西土佐拠点ビジネス推進事業（売り出せ西土佐プロジェクト） ●

29 拠点ビジネスの推進（大月町まるごと販売事業） ●

30 苺を核とした６次産業化 ●

31 月光桜からはじまる「牧野富太郎のみち」づくり ●

32 黒潮印の商品開発 ●

33 カツオ文化のまちづくり事業 ●

34 佐賀地区の地域資源を活用した拠点ビジネスの推進 ●

35 水産物加工施設整備事業 ●

36 幡多広域における滞在型・体験型観光の推進 ● ● ● ● ● ●

37 竜串観光再発見事業 ●

38 土佐清水まるごと戦略観光展開事業 ●

39 四万十市の地域資源を活かした通年・滞在型観光の推進 ●

40 竜ヶ浜自然体験・環境教育交流推進事業 ●

41 黒潮町の地域資源を活かした体験型観光の推進 ●

9 10 12 10 4 11



1、2、7、8、9、17、25、

26、27、28、36、39
1、4、5、6、7、32、

33、34、35、36、41

【幡多地域】

四万十市

宿毛市

黒潮町

三原村

大月町
土佐清水市

1、7、10、18、19、

29、30、31、36、40
1、7、15、16、22、

23、24、36、37、38

1、3、7、36

1、7、11、12、13、

14、20、21、36



【幡多地域】

総括 課題

1 水稲と露地野菜を基幹と
した水田農業の担い手育
成

≪幡多地域全域≫

持続性のある水田農業を確
立するため、水稲と露地野菜
を基幹とした大規模経営体、
またはそれを志向する農業者
を対象に、規模拡大による生
産性の向上と安全･安心･高
品質生産を推進し、所得向上
と雇用創出を図る。

・ＪＡ高知はた ※地域ＡＰ追加（Ｈ２４） 　

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

2 ◆有機農産物流通シス
テム構築事業

◆環境にやさしい農業
への転換の推進

主な内容

 

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
項目 事業の概要

◆省力・低コスト生産技
術の普及

◆農地及び労働力斡旋
システムの整備

◆安全･安心で高品質
な農産物の提供

有機農業普及・拡大事業

≪四万十市≫

事業主体

・有機農産物のさらなる
認知度向上

・有機農産物の栽培技術
の向上

・需要の拡大（ＰＲと販売
促進）

安全・安心な有機野菜による
米や野菜の消費を拡大させる
取組を進めることにより、地域
住民の健康や農業振興・商業
振興につなげ、「有機農業四
万十市」の定着を目指す。

・四万十市 ・有機農業の普及拡大（Ｈ２１～）
・高付加価値農業の研修（Ｈ２１～）
◆四万十市の一般市民を対象に、
H21から継続して「生産技術研修
会」を開催した。
　また、有機農産物栽培実証事業で
３名を雇用し、水稲2ha・露地野菜
17aの栽培を実施した。

3 三原村農業公社を核とし
た農業支援システムの構
築

≪三原村≫

・（財）三原村農業公
社
・三原村
・ＪＡ高知はた

◆地域農業支援システ
ムの構築

◆ユズ製品開発及び加
工施設の検討（ハード
整備等）

◆有機米のブランド化

◆学校給食への出荷量
増加

・ユズの産地化の推進（Ｈ２０～）
・農業機械高度化（Ｈ２１～）
・栽培維持、発展支援システムの構
築（Ｈ２１～）
・公社施設の整備（Ｈ２２）
◆三原村農業公社の農地集積によ
り、ユズ１０ｈａ、ブロッコリー１．２ｈａ
を直接栽培、常勤６名を雇用。あわ
せて、農作業受託・機械リース等に
より、農地保全、中山間地域のモデ
ルケースとして期待できるまでに
なった。
　また、ＪＡ高知はた全域で共同選
果体制が構築されたことで、市場評
価が向上した。

・商品づくり・販路開拓（Ｈ２２～）
◆H21、22、23と段階的に産業振興
総合補助金を活用し、栽培～収穫
～加工～販売までの一連の体制を
構築。その結果、水田へのユズ新
植が進み、H19：7.6ｈａからH23：22.1
ｈａに増加。（幡多管内　Ｈ19：56ｈ
ａ、Ｈ23：79ｈａ）
　H22よりオリジナル加工品販促活
動が本格化。各種フェア等での出展
等により商品が浸透し始めている。

・生産拡大に伴うユズ果
汁過剰による加工用ユズ
価格の低下

・高齢化と後継者不足、
新規生産者の確保

・ユズ加工製品の販売促
進

三原村の環境を生かした中
山間の農業振興策として、農
業公社を核としたユズ、ブロッ
コリーの産地化を目指す。

・有機農産物流通システム構築事
業（Ｈ２２～）
◆緊急雇用創出臨時特例基金事業
を活用し、宅配（一般家庭）の募集と
事業ＰＲを実施した。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）

販売額１，５００万円
以上の農業経営体数
（H22：２経営体）

1０経営体

　 　

　 　

指標及び目標
Ｈ２８以降

第２期計画

1,500ａ

50%

環境にやさしい農業
申請面積の増加
（H22：約1,000a）

有機野菜の出荷率出
荷量の増加
（H22：約30％）

省力･低コスト生産技術の普及

実証試験、検討会等を活用した機械化、作期分散、作業の共同化等の省力･低コスト技術の組立、マニュアル化、マニュアルの実践

経営管理技術向上のための研修会及び経営コンサルの実施

整備計画の作成 整備計画に基づく機械、施設の整備

ＩＰＭ技術のマニュアル化

（実証試験、検討会等を活用した生物･物理･化学的防除を組み合わせたＩＰＭ技術の組立、マニュアル化、マニュアルの実践）

品質管理のマニュアル化

（収穫物の温湿度、衛生管理等の品質管理技術の組立及びＧＡＰ手法を活用したマニュアル化、確実な実践のための点検活動の強化）

集出荷システム整備計画に基づく包装形態の改善や集出荷施設等の整備

エコシステム栽培認証取得への支援

集出荷システム整備計画

ＪＡ無料職業斡旋事業の機

能強化

農地利用推進体制整備

地域農業マスタープラン作

成

規模拡大を志向する経営体への労働力の斡旋

プラン実現のための体制強化及び規模拡大を志向する経営体への農地の斡旋

安全・安心で高品質な農産物の提供

農地及び労働力斡旋システムの整備

有機農産物流通システム構築事業

環境にやさしい農業 の転換の推進

第一期計画時の事業をより発展させ、事業所等への宅配、市外への発送を増加させ、四万十市の有機農産物の認知度向上を目指す

ユズ生産量
（H19：65ｔ）
（H22：74ｔ）

栽培面積
（H19：7.6ｈａ）
（H22：22.0ｈａ）

400ｔ

30ｈａ

学校給食への出荷量増加

水田転換畑へのユズの新植推進と青果率向上対策

生産の担い手対策及び産地の維持、発展に向けた支援システムの実施

地域農業支援システムの構築

ユズ製品開発及び加工施設検討（ハード整備等）

加工施設の導入検討

ブロッコリー研究会を中心とした栽培講習会及び担い手確保による産地化の推進

ユズ新商品の開発研究及び販売ルートの拡大

環境にやさしい農業への転換の推進

環境保全型農業直接支援対策実施への参加促進および５割低減の作付けの取組の推進

モデル地区の策定および参加促進

有機米のブランド化

出荷品目の調整および栽培技術向上



【幡多地域】

総括 課題
主な内容

 

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
項目 事業の概要 事業主体

4 「若山楮」ブランド復活プ
ロジェクト

≪黒潮町≫

古くから地域で特産品となっ
ていた「若山楮」の産地復活
を目指した、栽培拡大および
加工技術向上による産地・ブ
ランド化に取り組む。

・黒潮町
・黒潮町佐賀北部地
域協議会

・活動経費の不足

・マンパワー不足

　 　 　

5 弘法大師ゆかりの七立栗
特産品化計画

≪黒潮町≫

黒潮町馬荷地区で栽培され
ている「七立栗」の生産を拡
大し町の特産品にすること
で、地域の活性化と産業の創
出を目指す。

・七立栗生産組合
・黒潮町

　 　 　

・活動経費の不足

・マンパワー不足

・病害虫対策

・栽培方法の確立

・耕作放棄地の開墾難

・単価が低い

◆栽培技術の取得

◆栽培面積の拡大

◆加工技術者の育成

◆交流人口の拡大

◆枝栗出荷数増加

◆加工品開発

◆販売方法の確立

・楮栽培の推進（Ｈ２０～）
　栽培面積
　H21：32ａ（収穫0.6ｔ）
　H22：37ａ（収穫1.2ｔ）
　H23：39ａ（収穫1.2ｔ）
　（うち遊休農地利用11ａ）
◆当初、５年間（H20～24）の継続補
助が確定していた国庫事業（200万
円×5年）」が、事業仕分けよりH21
をもって終了、計画全体が見直しと
なった。その中で、組織の身の丈に
合わせた活動を続け、栽培面積も
少しづつ増加している。
　「若山楮が古文書修復に適してい
る」として、専門分野からの発注も多
く、今後に期待が持てる。

・七立栗栽培の推進（Ｈ２１～）
　出荷農家数
　H21：  1戸（10ａ）
　H22：  5戸（20ａ）
　H23：11戸（75.5ａ）
◆当初、計画していた温泉施設につ
いては、財源の問題より困難と判断
した。
　一方、七立栗のブランド化につい
ては、栽培面積増に取り組むととも
に、集落営農導入及び基幹品目とし
ての検討が始められた点は評価・期
待が持てる。

6 有望品目への転換を含め
た、大方南部地域の産地
再生

≪黒潮町≫

・黒潮町
・ＪＡ高知はた

・消費者の求める品種の
栽培と品質向上

・用水確保（栽培品目の
拡大）

7 森の工場・間伐の推進

≪幡多地域全域≫

・森の工場の認定を
受けた事業体

・集約化の推進による森
の工場の設置

・基盤整備推進による木
材生産性の向上

・技術者の育成

・事業体の経営改善

◆産地の合意形成（用
水対策等）

◆花き・野菜での産地
の再生

◆間伐の推進

◆森の工場の推進

◆施業を推進するため
の基盤整備

◆林業事業体の育成、
担い手の確保

意欲がある林業事業体が中
心になり、一定規模のまとま
りのある森林を対象に森林所
有者から長期に施業を受委
託することによって、森林の
管理や施業などを集約する森
林経営の団地を「森の工場」
として認定し、木材を安定的
に供給する産地体制を確保
するとともに、地域の森林資
源の充実を図るため、間伐を
積極的に推進する。

・森の工場の推進（Ｈ２１～）
・機械導入（Ｈ２１～Ｈ２２）
◆高性能林業機械等２６台導入、作
業道開設86ｋｍの整備を行い、
H23：一般用材14,600㎥、チップ
2,800ｔを生産。
　森の工場はH23累計２１工場を新
設、建設業等異業種からの参入も
多く、地域企業の新ビジネスとして
の効果も出ている。

・林業事業者育成（Ｈ２１～）
◆養成研修を支援したことにより、
森林施業プランナー１０名体制が
整った。

シュッコンカスミソウ、テッポウ
ユリの産地として知られる黒
潮町南部地域において、灌漑
事業の導入等による新たな
花き・野菜等の生産により地
域振興を目指す。

・シュッコンカスミソウの品質向上対
策として栽培技術向上を推進（Ｈ２１
～２３）
・マーケティング調査を実施して消
費者の嗜好を把握（Ｈ２２）
・新たな品目（ダリア4戸、24ａ）、テ
マリソウ（3戸、26ａ）の栽培推進（Ｈ
２１～２２）
◆現状では、慢性的な水不足から
栽培可能な品目が少なく、シュッコ
ンカスミソウに変わるものは見つ
かっていない。しかし、ダリア・テマリ
ソウ・ニラ等は可能性があり、用水
対策・省水栽培技術とあわせて、こ
れら有望品目への段階的転換を検
討していく必要がある。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）

指標及び目標
Ｈ２８以降

第２期計画

栽培面積
（H22：37ａ）

楮収穫量
（H22：1,232kg）

60ａ

2,900kg

　

140a

35,000本

　

栽培面積
（H19：10a）
（H22：20a）

出荷量
（H22：6,120本）

栽培面積の拡大、組合員の増加

高糖度の素材を活かした加工品の開発、地元事業者との連携

商標登録・キャラクターの活用、ホームページ開設

産地化に向けた体制づくり

栽培に関するソフト対策

枝栗出荷数増加

加工品開発

販売方法の確立

栽培管理の実践・継続、生産者の組織化

楮栽培地用地の確保・整備

加工作業の実践・継続（12月）、黒皮剥ぎ講習会の実施（12～2月）

蒸し剥ぎイベントの開催（12月）、蒸し剥ぎ体験・紙漉き体験の実施（12～3月）、連携団体訪問（情報交換及び文化財修復現場視察等）

交流人口の拡大

栽培技術の取得

栽培面積の拡大

加工技術者の育成

花き栽培面積
（H20園芸年度：
24.8ha）
（H23園芸年度：20ha）

15ha

野菜生産額
 ニラ（H23園芸年度：
1.4ha）

6ha

森の工場の木材生産
量
（H22：13,871㎥）

20,000㎥

施業を推進するための基盤整備

意向調査、 現況調査、用水確保等の合意形成、産地計画の検討 用水事業事業化

産地の合意形成（用水対策等）

省水栽培技術、有望品目の検討 省水技術、品目の普及

花き・野菜での産地の再生

施業の集約化と利用間伐の推進

間伐の推進

森の工場の推進

Ｈ２２までの認定： ２１工場 → Ｈ２４以降も順次工場を設定

作業道の整備、林業機械の導入

林業事業体の育成、担い手の育成確保

森林施業プランナーの育成、技術力向上研修



【幡多地域】

総括 課題
主な内容

 

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
項目 事業の概要 事業主体

8 バイオマスを利用した木
材の乾燥施設等の導入

≪四万十市≫

木材の乾燥及び加工施設の
導入による木製品の品質向
上を図るとともに、樹皮や端
材などの木屑を熱源としたバ
イオマス利用システムの構築
を目指す。

・協同組合 ◆施設整備
（木材乾燥施設、木材
加工施設、バイオマス
利用施設）

　 　 　

9 「四万十の家」と地域産ヒ
ノキの販売の推進

≪四万十市≫

・四万十市 ◆「四万十の家」のＰＲ

◆四万十ヒノキのブラン
ド化の推進

・施設導入費用の確保

・経営計画、資金調達計
画の見直し

・参画予定事業者との検討会（Ｈ２１
～）
◆４民間事業者と会を重ねる中で、
最大の課題である乾燥機械導入費
用について、「事業協同組合では国
庫補助対象外。森林組合の場合は
固定資産保有比率の整理が前提と
なり厳しい。」ことを確認した。
　今後は、資金調達上必須である、
費用対効果をふまえた計画づくり
と、支援制度の活用検討が必要。

・モデルハウス活用によ
る、より積極的なＰＲ

・四万十ヒノキの定義の
確立

・4市町村連携のあり方お
よび県・国の支援のあり
方

平成２２年度に建築したモデ
ルハウス「四万十の家」をＰＲ
することで四万十ヒノキを利
用した住宅建築を促進する。
また、四万十ヒノキのブランド
化を図り、地域内外への販売
を促進する。

・モデルハウス建設（Ｈ２２）
・モデルハウス「四万十の家」利用
開始（Ｈ２３.４～）
◆モデルハウスについて、林業関
連事業者の学習会場利用や一般利
用等を図る等、より積極的な「地域
産ヒノキ」のＰＲを行ったことで、当
初目標を遥かに超える利用状況で
あった。

・地域産ヒノキのブランド化に向けた
４市町村推進協議会（Ｈ２３～）
◆四万十市、三原村、四万十町、中
土佐町の推進協議会が設立された
ことで、従来の幡多ヒノキ・高幡ヒノ
キとの区分等、整理すべき課題解
決に向けた検討の場が出来た。今
後は、ブランド化にあたっての課題
を整理・検討していく予定。

10 町内の持続可能な山林資
源を活用した製炭事業

≪大月町≫

町内の最高級のウバメガシや
山林資源を活用して、古くか
ら行われていた土佐備長炭
の復活など、製炭の産業化を
目指す。

・大月町備長炭生産
組合

◆生産力向上

◆加工品づくり

　 　 　 ◆販路拡大・広報活動

11 地域活性化のための魚加
工・販売体制の強化・推進

≪宿毛市≫

宿毛市片島地区に施設を整
備し、水産加工物製造・販売
を展開することで、漁業者所
得向上や、雇用創出、地産地
消・外商を進めていく。

・すくも湾漁業協同
組合

・加工の作業効率の向上

・販売促進

◆製造、販売体制の維
持、強化

　 　

・生産規模が少ない。

・収益の多様化、チャネ
ルの多角化

・当面の自主財源不足。
（将来は生産規模拡大に
よる手数料収入で十分に
賄われる）

・将来に渡って安定的な
原木の確保。

※地域ＡＰ追加（Ｈ２２）
・協議会立ち上げ（Ｈ２１）
・組合立ち上げ（Ｈ２２）
◆Ｈ23産業振興総合補助金を活用
し、生産窯を設置。あわせて、ふるさ
と雇用を活用し、生産から販売まで
の仕組みづくりに取り組んだ。その
結果、H23から３名が生産に従事、
H24も現在研修中の４名が従事予
定。取引先も確保できており概ね順
調。
・ただし、安定した運営には当面、行
政による人・資金の支援が必要と考
えられる。

・加工施設整備（Ｈ２１）
・加工商品の製造、販売及び販路
開拓(Ｈ２１～）
◆H21産業振興総合補助金を活用
し、加工施設・冷凍冷蔵施設・保冷
運搬車両を整備、同年10月から製
造・販売スタート。
　H22は鮮魚フィレ12ｔ、冷凍キビナ
ゴ3.6ｔ、Ｈ23は鮮魚フィレ約20ｔ、冷
凍キビナゴ約7ｔと、前年を上回る成
果。
　販売先として、学校給食や病院関
係を中心に積極的な営業活動を
行った結果、Ｈ21末の11社からＨ23
年10末時点で35社と、大幅に増加。
学校や病院の栄養士からの評判も
大変良く、今後の成長に期待した
い。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）

指標及び目標
Ｈ２８以降

第２期計画

乾燥材生産量 900㎥

　 　

「四万十の家」着工戸
数

30戸

施設整備（木材乾燥施設、木材加工施設、バイオマス利用施設）

モデルハウスの見学・宿泊体験の実施、管理運営、建築業者・設計士との連携

市産材補助制度の充実及び見学会の開催

「四万十の家」のＰＲ

四万十ヒノキのブランド化の推進

市木材利用推進方針に基づく公共施設の木造化・木質化の推進

道路網整備、林業事業体の育成による森林整備の促進

施設整備検討

地域産材の販売促進

広報活動及びＰＲ活動による四万十ヒノキの利用促進

備長炭販売量

生産窯

生産者

240ｔ

20基

20人

　 　

30ｔ

15t

　

冷凍フィレ
（H22：12.3ｔ）

冷凍キビナゴ
（H22：3.6ｔ）

生産力向上

加工品づくり

販路拡大・広報活動

白炭（燃料用）の四国内での営業活動、販売促進用グッズ作成

町内での生産者の育成研修、室戸市での製炭技術習得研修（協力：室戸市木炭振興会）

生産備長炭窯の建設（研修生の育成に合わせて）

ホームページ更新、産地化に向けた情報発信、生産者による情報発信

備長炭のハネ炭を利用した小売商品の開発、営業活動（利益の底上げ、商品ＰＲ）

観光体験メニューの実施、町内のイベント等への出展・即売会の実施

川上から川下への供給体制の構築及び関係市町村との連携強化

製造、販売体制の維持、強化

既存販売先への商品の安定供給と販路拡大

原魚の安定調達による作業効率の向上

民間企業との連携等による冷凍キビナゴ、冷凍フィレの増産、新商品開発



【幡多地域】

総括 課題
主な内容

 

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
項目 事業の概要 事業主体

12 宿毛湾を中心とする地域
水産物の流通・加工体制
の推進

≪宿毛市≫

・（株）ピアーサー
ティー

・雇用の確保（募集に対
する応募が少ない）

・生産体制の充実

13 民間企業との連携による
水産物の販路拡大

≪宿毛市≫

漁協・民間会社連携による前
処理加工施設を漁協市場付
近に整備し、地元水産物の付
加価値向上と販路拡大に向
けた体制づくりに取り組む。

・すくも湾漁業協同
組合

・加工原魚の安定調達

・作業効率の向上

・衛生管理体制の構築

◆加工原魚の安定調達
と作業効率の向上によ
る商品の安定生産、安
定供給

　 　 ◆自主衛生管理の促進

※地域ＡＰ追加（Ｈ２２）
・加工施設の整備（Ｈ２２）
◆H22産業振興総合補助金を活用
し、施設整備。H22売上高は1.4億円
（目標1.6億円）と、ほぼ計画に近い
実績であった。H23は震災の影響等
もあり、計画を下回る見込みである
が、経営は安定している。
　また、施設の規模拡大により、衛
生管理面の向上とあわせて、新た
に贈答用商品の製造や、急速冷凍
施設の導入により刺身用食材の提
供が可能となるなど、今後の展開が
期待できる。

※地域ＡＰ追加（Ｈ２２）
・加工施設整備(Ｈ２２)
・加工品の製造、出荷（Ｈ２３.４～）
◆H22産業振興総合補助金を活用
し、加工施設（約120坪）・冷凍冷蔵
庫・フィレマシン・真空包装機等を整
備。震災の影響でH23.4月下旬から
稼働。主にアジフィレを製造し、首都
圏の飲食企業へ出荷中。品質面で
の評価は高い。
　Ｈ23年11月現在９名の雇用。稼働
1年目であり、加工技術向上に努め
ているほか、衛生講習受講、管理マ
ニュアル作成、各種点検・記録付け
の励行等、従業員教育が図られて
いる。
・一方で、需要に即した原魚の調達
方法や商品生産についても検討
中。

民間事業者による宿毛湾の
魚の利用促進・消費拡大及び
地元雇用の創出を目指す。

14 宿毛近海の水産資源を活
用した地域ブランド確立・
推進事業

≪宿毛市≫

ブリやカツオ等、宿毛近海で
獲れる魚を活用し、消費者
ニーズに基づく商品開発・生
産体制充実・販売促進に取り
組むことで、地域ブランド確立
および原材料そのものの付加
価値化を図る。

・（株）沖の島水産 ※地域ＡＰ追加（Ｈ２４） 　 ◆生産体制の充実強化

　 　 　 　 　 ◆商品開発と販売促進



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）

指標及び目標
Ｈ２８以降

第２期計画

年間売上
(H22:1.4億円)

2.7億円

原魚供給高 1.19億円

　 　

加工原魚の安定調達と作業効率の向上による商品の安定生産、安定供給

自主衛生管理の促進

県内漁協等との連携による加工原魚の安定調達

研修による加工作業員の作業効率の向上

漁協等との連携による製造、新商品開発

自主衛生管理の促進による衛生管理体制の強化

ハローワーク等を通じての継続的な雇用情報収集、情報発信 需要に見合う生産体制の見直し

生産体制の充実

　生産体制の充実強化

売上高
(H22：800万円)

1,170万円

　商品開発と販売促進

　 　

事業計画の作成

（施設・設備等の整備含む）

パンフレット・ＨＰ作成

各種展示会・商談会へ等のへ参加

新商品開発

生産体制の強化
施設整備の

整備検討



【幡多地域】

総括 課題
主な内容

 

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
項目 事業の概要 事業主体

15 サメ漁業の復活に向けた
取組

≪土佐清水市≫

サメ肉の加工品の開発と販路
開拓により、サメ漁業が成立
する浜値で取引される仕組み
を構築するとともに、サメによ
る漁業被害の軽減を図る。

・土佐清水市水産振
興協議会

　 　

　 　 　

16 宗田節の販路拡大に向け
た取組

≪土佐清水市≫

・宗田節新製品を活用し
た外商活動の展開

◆宗田節の認知度向
上、ブランド化の推進

・商品の販売拡大による
原魚不足（サメ漁の通年
化）

・商品製造コスト高

・ペットフードの安定した
販売

◆原料の安定的な確保
と、そのための漁業者
の確保

◆製造ラインの機械化
によるコスト削減

◆ペットフード製品の需
要拡大に向けた取組

※地域ＡＰ追加（Ｈ２３）
・宗田節加工業振興基本計画の策
定（Ｈ２２）
・宗田節ＰＲの推進組織「宗田節を
もっと知ってもらいたい委員会」設立
（Ｈ２２）
・県内を中心とした宗田節のＰＲ活
動を展開（Ｈ２２～）
◆積極的なＰＲにより 宗田節の県

・宗田節をもっと知っ
てもらいたい委員会
・土佐清水市

宗田節加工業は、蕎麦屋等
の業務用需要に支えられてき
たが、食の多様化等により需
要が減少しているため、一般
消費者を直接ターゲットにし
た商品開発や宗田節のＰＲ等
を展開し、消費の拡大を図
る。

※地域ＡＰ追加（Ｈ２２）
・原料確保（Ｈ２１～）
◆サメ漁試験操業等を行い、安定し
た価格で買い上げ、加工商品とする
ことで、サメ漁業復活のきっかけづく
りとなった。

・商品開発（Ｈ２１～２２）
◆H22産業振興総合補助金を活用
し、商品開発を継続。主にサメ肉に
関して、人間用製品やペットフードを
開発。人間用製品の売れ行きは芳
しくないが、ペットフードに関しては、
従来販売されている商品に比べ、節
納屋（宗田節加工場）で加工するこ
とによってアンモニア臭が抑えら
れ、ペットの嗜好性が非常に高いも
のに仕上がった。

・販路開拓（Ｈ２１～）
◆人間用製品については、地元の
土産物売り場や特定の居酒屋など
に出荷している。またペットフードに
ついては、大手ペット用品業者との
商談の結果、商品開発・販売の協
力が得られ、9月の展示・商談会以
降、約6000パックの注文があり、今
後の販売増に期待が持てる。

・宗田節新製品の販売拡
大

◆新製品の開発、販路
の開拓

17 “川辺の暮らし”を支える
豊かな四万十川再生プラ
ン

≪四万十市≫

・四万十市
・四万十市高知大学
連携事業推進会議
・四万十川下流漁業
協同組合

　 　

◆スジアオノリの生産
量アップの取組

◆アユ資源回復の取組

◆アオノリ・アオサノリ
の漁協ブランドでの販
売数量アップの取組

・高知大学との連携による調査(Ｈ２
１～)
◆アユやスジアオノリの枯渇原因に
ついては、多くの要因が言われてき
たが、今回、四万十市と高知大学が
連携して科学的な原因究明に乗り
出し、「汽水域シンポジウム」や連携
事業の報告会を介して、関係機関
や地域住民と情報交換を行う事で、
徐々にではあるが原因究明や資源
復活に向けての協力体制が出来つ
つある。

・アオノリ・アオサノリの漁協ブランド
での販売(Ｈ２１～)
◆Ｈ２１年より試験的にはじめた下
流漁協のアオノリやアオサノリの製
造・販売事業について、Ｈ２３年１０
月に六次産業化法に基づく総合化
事業計画の二次認定を受け、取組
みにはずみがついた。

◆積極的なＰＲにより、宗田節の県
内での認知度が一定向上した。

・一般消費者向け宗田節新製品を
開発（Ｈ２３）
◆H23産業振興総合補助を活用し、
土佐清水元気プロジェクトと提携し
て新商品を開発。アンテナショップ
や商談会等を通じ、販促活動を展
開中。

・資源枯渇原因の究明

・漁業関係者との情報共
有の強化

四万十川の恵みを支える汽
水域を中心とした河川環境や
漁業資源を継続的にモニタリ
ングしながら、流域住民が四
万十川の漁業資源を持続的
に利用できるようマネジメント
できる枠組みを作っていく。
あわせて、アユやアオノリを
はじめ、四万十川の恵みを地
域外に付加価値を付けて売り
出す方策を探っていき、“川辺
の暮らし”が永続的に営まれ
るようなかつての豊かな四万
十川の再生を目指す。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）

指標及び目標
Ｈ２８以降

第２期計画

安定したサメの漁獲
量
（H22：1.4t）

10t

　 　

　 　

宗田節新製品の売り
上げ

2,700万円

宗田節の認知度向上、ブランド化の推進

県外に軸足を移したＰＲ活動の展開 食育活動や外商活動の継続した実施

原料の安定的な確保と、そのための漁業者の確保

漁業者のサメに対する漁獲意欲及び漁獲技術の向上と維持

ペットフード製品の需要拡大にむけた取り組み

製造業者及び大手ペット会社による商品の営業力強化

製造ラインの機械化によるコスト削減

製造ラインのコスト削減

625万円スジアオノリ、アオサノ
リの漁協販売金額
（H22：49万円）

新製品の開発・販路の開拓

宗田節新製品の事業ベースでの生産、県内外小売業等への営業・販売

小型粉砕機の導入、粉末パック製品の開発、生産量の段階的増大、新たな販路開拓

アオノリ・アオサノリの漁協ブランドでの販売数量アップの取組

アユ資源回復の取組

スジアオノリの生産量アップの取組

高知大学：アユ稚仔魚の生息状況調査、アユ仔魚流下調査

高知大学：スジアオノリの生態・環境調査、養殖試験、河床耕運試験



【幡多地域】

総括 課題
主な内容

 

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
項目 事業の概要 事業主体

18 キビナゴ加工商品の生産
体制強化

≪大月町≫

・八重丸水産

　 　

19 大月町種苗生産施設活用
による県内産養殖種苗の
シェア拡大

≪大月町≫

・大月町
・（株）山崎技研

※地域ＡＰ追加（Ｈ２４） ◆施設整備

◆種苗増産による市場
シェア拡大

◆新規養殖用種苗生産
技術研究

◆販路拡大・販売促進

◆新商品開発・既存商
品の改良

◆商品改良に伴う機械
整備

※地域ＡＰ追加（Ｈ２３）
・加工機械の整備（Ｈ２３）
◆龍馬効果やまるごと高知効果等
もあり、きびなごケンピが好調。生産
が追い付いていない状況を打開す
るため、H23産業振興総合補助金を
活用し、加工場改修・撹拌機を導
入。完成すれば年間生産量が
72,000袋から122,400袋に増加予
定。
　常温、手軽な値段で非常に取り扱
いやすく、商品力もある商品として
新規取引の話も多く、期待が持て
る。

・キビナゴ原魚の確保
が、資本力のある買い手
の登場により、厳しくなっ
ている。

・原魚の確保とのバラン
スを見ながら、販路拡大
を図っていく。

・生産に追われ、販促営
業ができていない。

大月町種苗生産施設の県内
民間事業者による活用を図
り、養殖用種苗としてのマダ
イ・シマアジの増産による市
場シェアの拡大、カンパチ等
新魚種の生産技術確立によ
るビジネスチャンスの拡大を
目指す。

大月町の地域資源の一つで
あるキビナゴを活用した商品
加工体制の基盤強化を図ると
ともに、大月町道の駅等との
連携による県内外の販売促
進活動をおこなう。このことに
より、キビナゴの消費拡大、
雇用拡大、連携先の売上増
等につなげる。

20 直七の生産、加工、販売
の促進

≪宿毛市≫

・直七生産組合

・直七の里(株)

・生産拡大に向けた取組

・新商品の開発

・販路の拡大

・商品の製造

　 　

21 地域の素材を活用した「お
いしいもの」づくり

≪宿毛市≫

・（有）与力

・幡多美味工房

・新商品の開発

・販路拡大

◆新商品の開発

◆生産体制の強化

◆新商品の開発

◆販路拡大

◆製造工場の整備

・直七生産組合の設立（Ｈ２１）
・搾汁施設等の整備（Ｈ２２）
・新商品の開発、商品パッケージの
見直し（Ｈ２２～２３）
◆H22産業振興総合補助を活用し
て、搾汁施設を整備。品質向上に伴
い大手メーカー、県内外で取引が拡
大。
　Ｈ21までの商品アイテム数は、ポ
ン酢を始め４種類であったが、Ｈ23
にはジャムなど新たに２種類が追
加。今後も飲料水メーカー等との協
力により新商品開発の予定。
　Ｈ23は天候不順等により直七生産
量が落ち込んだが、今後、新植した
樹木の生長や鳥獣対策強化等によ
り、増加が見込まれる。
　H23には、直七販売専門会社「直
七の里（株）」が設立。地産外消の
拡大を図る。

※地域ＡＰ追加（Ｈ２３）
・商品製造施設整備（Ｈ２３）
・新商品の開発（Ｈ２３）
・販路の開拓（Ｈ２３）
◆H23農商工連携事業等を活用し、
新商品開発やパンフレット作成、販
路開拓等に取り組んだことで、認知
度は広がっている。今後も地域素材
を活かした商品開発・販売により、
地域のＰＲにもつながる活動に取り
組む予定。

地域の特産である柑橘類や
焼酎等を活用した新たなス
イーツづくりをはじめ、宿毛湾
で獲れた魚や牛肉、豚肉を活
用した商品開発や、生産拡大
のための施設整備を行うこと
により、地域生産者の所得向
上を目指す。

地元柑橘の一種である直七
をはじめとした地域農産物の
加工・販売を推進することで、
雇用創出、農家所得向上、地
域活性化を図る。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）

指標及び目標
Ｈ２８以降

第２期計画

きびなごケンピ
（H22：5.3万袋）

14.2万袋

　 　

マダイ種苗

シマアジ種苗

100万尾

50万尾

販路拡大・販売促進

営業活動（県内外の商談会に出展、ＰＲ）

新商品開発・既存商品の改良

販路による商品形態の見直し、新商品開発、提携商品の検討

施設整備

種苗増産による市場シェア拡大

新規養殖用種苗生産技術研究

安定した施設運営による

種苗増産のための

施設機器等増設及び改修

マダイ、シマアジ養殖用種苗増産による市場シェアの拡大

市場シェアの

確保・拡大

商品改良に伴う機械整備

印刷機や包装機等導入検討

直七果実生産量
（H19：4ｔ）
（H22：21ｔ）

100t

　 　

新商品の開発 8アイテム

生産体制の強化

新商品の開発

販路拡大

パンフレットの作成

展示会・商談会への参加

新商品開発（試作・調査）

製造工場の整備

新商品の開発

新商品開発（農商工連携事業活用） 新商品開発

新規養殖用種苗生産技術研究

カンパチ等新規養殖用種苗生産技術確立

新植等による作付面積の拡大

商品製造工場・体制整備検討



【幡多地域】

総括 課題
主な内容

 

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
項目 事業の概要 事業主体

　 　 　 ◆販路拡大

22 土佐清水市地域再生計画
（大岐地区等の開発計画）

≪土佐清水市≫

地域資源としての「食」の再
生・活性化を官民協働のも
と、地域が一体となって実施
するとともに、大岐・三崎地区
開発による施設整備等への
取組と併せて、雇用の創出と
地域の再生を推進する。

・土佐食（株）
・土佐清水市

・水産物処理加工施設用機器導入
（Ｈ２２）
◆H22産業振興総合補助金の活用
し、機器等を導入したことで、ペット
フード安全法改正に適応でき、かつ
新商品開発も可能となった。原魚取
扱量及び販売額も順調に成果を上
げており、また、雇用についても十
分に成果を出している。

・食用品目の販売拡大 ◆商品開発及び販促活
動

　 　 　 　 　 ◆水産物処理加工関連
施設等整備

23 地域資源を統括したプロ
グラム構築によるしみず
の元気再生事業

≪土佐清水市≫

・（株）土佐清水元気
プロジェクト
・土佐清水市

・売れ筋商品の販売拡大

・直営店の経営安定

◆農産物等処理加工施
設（セントラルキッチン）
関連施設等整備

・集出荷システムの構築及び関連
施設整備（Ｈ２１）
◆H21産業振興総合補助金を活用
し、農産物の集出荷システムを構
築。農業者の所得向上や、水産物
の冷凍事業をおこなうことでの漁業
者の所得向上にもつながっている。

・特産品開発及び流通販売システ

大岐地区に整備される加工
施設に生産者が参画できる
仕組みづくりや加工された商
品を市内外の市場に流通及
び販売する仕組みを構築す
る。また、加工品の一般消費
者向けの個別配送、海外へ
の販路拡大など、地域資源を
活かした経済の活性化を推

　 　 　 ◆新たな特産品開発と
流通販売システムの構
築

　 　 　 　 　 ◆販促活動と経営向上
安定に向けた取組

24 土佐清水知的財産産業化
事業

≪土佐清水市≫

土佐清水市独自の自治体向
けコンピューターソフトを他の
自治体に販売するとともに、
新たなソフト制作やメンテナン
ス等を行える人材を育成し、
地域内所得の向上、雇用創
出、ならびに各種産業振興へ
の波及効果を目指す。

・（株）土佐清水元気
プロジェクト
・土佐清水市

※地域ＡＰ追加（Ｈ２４） 　

　 　 　 　 　

◆開発団体設立

◆システム開発販売、
保守及び改修等

◆代行業務の請負

・特産品開発及び流通販売システ
ムの構築（Ｈ２１～２３）
◆特産品の開発と統一ブランド作り
では、約３０種類の商品を販売。地
元直営レストランでも提供すること
で、地産地消の取組が前進。また、
県外（大阪）にも直営店をオープン
し、地産外商につながっている。

活かした経済の活性化を推
進する。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）

指標及び目標
Ｈ２８以降

第２期計画

　 　

雇用者（臨時・パート
を含む）
（H19：124人）
（H22：170人）

地元水産物の活用
（H19：2,079ｔ）
（H22：2,580ｔ）

200人

2,800ｔ

売上額
（H22：13.6億円）

15億円

雇用者（臨時・パート
を含む）
（H22：55人）

地元農産物等の活用
（H22：86ｔ）

70人

100ｔ
必要関連施設の整備検討・実施

農産物等処理加工施設（セントラルキッチン）関連施設等整備

商品開発及び販促活動

商品開発、販促活動（各種商談会等への参加、商品ＰＲ及び営業活動など）

水産物処理加工場建設及び機器導入の検討・実施

水産物処理加工関連施設等整備

商品開発に必要な施設整備の検討・実施

販路拡大

パンフレット作成

商談会・各種フェア等での出展

売上額
（H22：1.18億円）

2.5億円

　 　

雇用者（臨時・パート
を含む）

システム開発

5人

20種類

　 　

新たな特産品開発と流通販売システムの構築

商品開発、ブランド登録、宅配事業への展開、直販店の運営管理

海外見本市や各種商談会等への参加、商品ＰＲ及び営業活動など

直営店や県アンテナショップ等を活用したマーケティング調査など

提携業者との連携による経営戦略の検討

商品開発に必要な施設整備の検討・実施

販促活動と経営向上安定に向けた取組

開発団体設立

（株）土佐清水元気

プロジェクトに

知的産業関連部門を創設

施設・設備等の整備

システム開発販売、保守及び改修等

自治体向けシステム開発・販売・保守・改修

自治体への商品（パッケージ）開発・販売

民間事業者等向けシステム開発・販売・保守・改修

各自治体等の入力・印刷事務の請負

代行業務の請負



【幡多地域】

総括 課題
主な内容

 

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
項目 事業の概要 事業主体

25 農業と製造業が連携し、相互
のノウハウを活かした新商品
を開発・販売することにより、
地産地消・外商および地域の
活性化を推進する。

◆原材料となる地元産
農産物の供給と地元産
商品の生産から販売ま
での仕組みづくり

26 ◆目標販売額の達成

◆販売チャネルの拡大

◆２号店舗の整備

・目標販売額の達成

・集荷業務の継続

・催事、交流スペースの
有効活用

・宅配業務の実施

・四万十市中心市街地活性化の一
環として、地産地消を推進する「食
育プラザ」開店（Ｈ２１～）
・「中小企業基盤整備機構」の支援
を受け、集荷・販売・経営全般の改
善（Ｈ２１～）
・店舗改装（Ｈ２３）
◆H23産業振興総合補助金を活用
し、店舗内外装の全面改修。
総菜部門を追加し、施設名称を「い
ちじょこさん市場」に変更して
H23.9.2ｵｰﾌﾟﾝ。販売額の向上と経
営安定に取り組んでいる。
　雇用目標２名に対し、常勤２名・
パート５名の計７名を雇用。

「いちじょこさん市場」を拠
点とした中心市街地活性
化の推進

≪四万十市≫

地元農産物を使った商品
開発事業

≪四万十市≫

・商品開発・販売（Ｈ２２～）
◆市農商工連携支援制度および、
県ステップアップ事業により、事業
者の要望やレベルに応じた支援の
結果、４プロジェクト、８アイテムの
新商品が完成・販売中。それぞれの
販促活動により、都市部の販路獲
得という成果も得られている。
　また、実績から得られた経験を活
かした新たな商品開発のほか、各プ
ロジェクト事業者間相互の情報交換
やアドバイス、ネットワークも構築さ
れつつある。
　県の支援、市の支援が同時並行
的に適時適所に導入され、スピード
感をもって事業が展開されており、
各プロジェクトの進捗によっては、さ
らなる生産体制強化も視野に入れ
取り組む予定。

・四万十市

・まちづくり四万十
（株）

四万十市一条通商店街の
スーパー跡地を利用して整備
された「いちじょこさん市場」を
拠点に、地元の素材を活用し
た食育の啓発・地産地消の交
流拠点として、商店街の活性
化を図る。

・商品ＰＲと販路拡大
（地域内外への販売戦
略）

・生産体制の確立（加工
設備の高度化）

・新規連携の掘り起こし

27 栗からはじまる西土佐地
産外商プロジェクト

≪四万十市≫

・（株）しまんと美野
里
・四万十川を良くす
る会
・四万十市
・西土佐商工会

・栗栽培量の増

・栗栽培の支援策

・加工体制の充実強化

◆より高く、より多く売る
しくみづくり（高付加価
値化、情報発信）

◆栽培しやすい環境づ
くり（高価買取、栽培技
術支援・基盤づくり）

28 西土佐拠点ビジネス推進
事業（売り出せ西土佐プロ
ジェクト）

≪四万十市≫

・四万十市
・西土佐商工会
・地域事業者等

各種団体や地域産業従事者
など多様な人材・組織が連携
し、地域産品・加工品の開発・
販売、体験交流推進、情報発
信、施設整備等を行い、幡多
地域の北の玄関口としての総
合発信拠点を作り、地域の活
性化を目指す。

※地域ＡＰ追加（Ｈ２４）

西土佐地区の栗園再生に向
け、「より高く、より多く売るしく
み」と「栽培しやすい環境づく
り」を平行して取り組むこと
で、地域内外を巻き込んだ新
しい地域ビジネスを目指す。

※地域ＡＰ追加（Ｈ２２）
・加工施設整備（H２２）
◆Ｈ２２産業振興総合補助金を活用
し、加工施設を整備。栗加工品の出
荷先（菓子企業）の見込みも立ちつ
つある。　また、凍らせない冷凍保
存技術「氷感庫」を導入したことで、
熟成による糖度上昇等、他商品との
差別化も可能となった。
・一方、H22．23とも天候不良より、
原材料確保に苦心しており、今後は
生産支援にも力を入れる予定。

・栗栽培支援体制づくり（H２３～）
◆栗栽培支援策として、H23.9、協
賛制度による支援組織を設立。今
後、会員増とともに、原材料の安定
確保、栗園の再生に取り組む予定。

◆地域ならではの商品
づくり、販売戦略

◆マンパワーの効果的
活用

◆運営体制構築、拠点
施設整備



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）

指標及び目標
Ｈ２８以降

第２期計画

常勤　3名
ﾊﾟｰﾄ　7名

新商品の開発
(H22：7ｱｲﾃﾑ）

雇用者数
（H22：常勤2名）
（H22：ﾊﾟｰﾄ5名）

15アイテム

集荷→製造・加工→販売体制の強化

交流・催事スペースの利用促進

飲食スペースとしての展開

テイクアウトコーナーの

新設

近隣商店と連携した宅配事業の実施

（生鮮品、日配品、惣菜、弁当など）
販等による新たな販売チャネルの検討、実施

目標販売額の達成

販売チャネルの拡大

２号店舗の整備

原材料となる地元産農産物の供給と地元産商品の生産から販売までの仕組みづくり

◆既存案件（～Ｈ２３エントリー分）

販促ＰＲ活動

販路開拓

生産、製造体制及び連携体制の構築

◆新規案件（Ｈ２４～）

新規連携事業募集

連携啓発活動

農産物の作付け及び

試験生産

市場調査、試作品開発

パッケージ等の

デザイン作成

基礎調査

農産物と商品の決定

対象者への説明

販促ＰＲ活動

販路開拓

生産、製造体制及び連携体制の構築

栗加工品製造量
（H22：1.5ｔ）

8ｔ

原材料（生栗）の仕入
量
（H22：2.5ｔ）

12t

・商品数
（H22：６商品）

14商品

雇用者数
（H22：パート2人）

正規2人＋α

マンパワーの効果的活用

運営体制構築・拠点施設整備

企業向け商品の販促活動（会員との取引増）

一般消費者向け商品の販促活動（生産の現場が見える情報の発信）

より高く、より多く売るしくみづくり（高付加価値化、情報発信）

栽培しやすい環境づくり（高価買取、製材技術支援、基盤づくり）

栗再生

計画

策定

栗産地再生にむけた支援のあり方検討・実践

新たな栽培スタイルの検討・実践（企業栗園・週末農業・集団栽培等）

加工体制の見直し・強化

集荷のしくみづくり検討・実践

２号店整備、営業開始
中心商店街内の空き店舗へ２号店出店の計画を検討

（いちじょこさん市場の経営の安定化以降）

商品のブラッシュアップ

事業者のスキルアップ

情報発信の機能強化

地域ならではの商品づくり・販売戦略

拠点施設 基本計画・設計 実施設計、用地確保 拠点施設整備

商品づくりの人材育成 （旅行業、体験インストラクター、観光ガイド等）

滞在プランづくり（体験プログラム＋αによる滞在型プランづくり）

運営体制の確立・情報発信のしくみづくり

地産地消の流通の確立（施設等での食材利用推進）

拠
点
施
設
開
業

運営の人材育成 （地域コーディネーター、地域リーダー等）

加工品、ご当地料理の開発



【幡多地域】

総括 課題
主な内容

 

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
項目 事業の概要 事業主体

29 拠点ビジネスの推進（大
月町まるごと販売事業）

≪大月町≫

・売れ筋商品の生産体制
の充実（地域での仕組み
づくり、加工場の充実な
ど）

・将来を見据えた、販売
戦略づくり

・道の駅のにぎわいづくり
継続

◆地場産品総合販売ビ
ジネス（ファンづくり）

◆特産品開発生産ビジ
ネス（ものづくり）

　 　 　

30 苺を核とした６次産業化

≪大月町≫

大月町の新しい加工品として
注目されている苺氷りの販売
拡大および新商品開発によ
り、苺を大月町の新しい特産
品として育成し、生産～加工
～販売の一貫体制の構築を
目指す。

・農業生産法人　苺
氷り本舗株式会社

・販路開拓

・苺の収量拡大

・生産施設の拡大

◆販路開拓及び広告宣
伝活動

◆新商品開発

・新商品開発（Ｈ２１～２２）
◆H21産業振興総合補助金を活用
し、加工場を整備。事業着手から2
年間で13アイテムを商品化。ひがし
やま関連商品、へらずし、塩麹漬な
ど、売れ筋商品が出てきている。

・販路拡大（Ｈ２１～Ｈ２２）
◆H21、22産業振興総合補助金を
活用し、インターネット通販、カタロ
グ販売の仕組みづくり、県外商談会
への参加など販促活動を充実・強
化。結果、大手百貨店や生協など
県外での販売も拡大。所得向上に
つながっている。

・道の駅の施設改修（Ｈ２２)
◆H22産業振興総合補助金を活用
し、夏季の生鮮食品の鮮度保持用
の施設を改修。道の駅のにぎわい
づくりにもつながっている。

※地域ＡＰ追加（Ｈ２２）
・販路開拓・販売促進（Ｈ２２～）
◆H22産振総合補助金を活用し、販
促活動に取り組んだ結果、販売店
舗数も120店舗となり、雑誌やメディ
アで取り上げられる機会も多くなっ
ており、地域を代表する企業となり
つつある。

当面は 大規模な設備投資は見

ふれあいパーク大月を拠点
に、特色ある地域資源を活用
した拠点ビジネスモデルの構
築に向けた事業展開を図る。

・(財)大月町ふるさと
振興公社

　 　 　 　 　

31 月光桜からはじまる「牧野
富太郎のみち」づくり

≪大月町≫

地域資源のひとつである牧野
富太郎の足跡を活かし、観光
振興を図るとともに、牧野富
太郎や植物に関連した商品
開発に取り組み、モノづくりに
よる起業や地域活性化を目
指す。

・大月町アウトソー
シング研究会
・四万十かいどう推
進協議会大月支部

◆商品開発

◆販路拡大・販売促進

　 　 　

◆観光イベントの実施・
開発

32

・商品づくりの方向性の
検討(通年売れる商品づく
りと既存商品のブラッシュ
アップ）

・受け入れ側の人づくり、
人集め

・地域イベントとしての定
着

・資金の確保については
全体にわたる課題

・商品開発・販路開拓（Ｈ２１～）
・備品購入（Ｈ２１）
・パッケージデザイン（Ｈ２２）
・加工施設建設（Ｈ２２）
◆H22産業振興総合補助金を活用
し、加工場を整備。　黒糖加工品
は、カリン糖がH23から本格的に市
販、ラッキョウ漬けは、県内大手
スーパーと契約し販売が開始される
など、成果も出始めた。
　また、ふるさと雇用によりH22に１
名、H23に３名の常勤職員を配置し

◆調理加工販売、バッ
クヤード施設の整備

◆さしすせそ計画に基
づく黒潮印高付加価値
商品の開発・販路拡大

◆らっきょう、サトウキ
ビ等原材料確保（栽培

積 拡大）

黒潮印の商品開発

≪黒潮町≫

※地域ＡＰ追加（Ｈ２３）
・商品開発（コースターやクッキー）
や展示会参加等の販路拡大（Ｈ２
３）
・各種観光イベントの実施（Ｈ２３）
◆震災配慮として夜桜音楽会を中
止したが、ウォーキングイベントを
春・秋に実施する等、月光桜のＰＲ
に取り組んでいる。
・アイデアも豊富で行動力もあるが、
資金不足が課題。

当面は、大規模な設備投資は見
送り、栽培技術向上による収量増
や、生鮮・苺氷り・アイス等の商品間
での苺のやりくり等、効果効率的な
事業運営を目指しており、大月地域
の新たなビジネスモデルとしての、
さらなる業績向上を目指す。

天日塩、黒砂糖など、黒潮町
の安全で質の高い基本調味
料と地域資源とを組み合わせ
ることによって、付加価値の
高い農林水産加工商品を開
発する。また遊休農地を活用
したサトウキビ等の栽培、企
業への安定供給や加工によ
る商品化などを進め、地域の
雇用の場の創出と所得の向
上を図る。

・黒潮町
・黒潮町特産品開発
推進協議会

・利益率の高い販路の開
拓

・より効率的な生産体制
づくり（施設整備）

・食品加工に関する専門
知識の不足

・黒糖、ラッキョウ漬の生
産量拡大



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）

指標及び目標
Ｈ２８以降

第２期計画

ふれあいパーク大月
売上額
（H19：1.38億円）
（H22：1.69億円）

2.5億円

苺氷り販売
（H22：4,409万円）

新商品販売
（H22：1.2万円）

7,000万円

300万円

特産品開発生産ビジネス（ものづくり）

地場産品総合販売ビジネス（ファンづくり）

県アンテナショップの活用、通販、ネット販売の実施、県内外取扱店舗の拡大、「大月町ファンクラブ」の拡大、町内他事業者と連携した販路拡大

大月町内の加工組織との連携、組織強化の取組、加工場の整備も視野に入れた特産品の安定供給の仕組みづくり

販路開拓及び広告宣伝活動

販路開拓にむけた営業活動

販促グッズの作成、リニューアル

　 　

特産協売上
（H19：107万円）
（H22：430万円）

サトウキビ栽培面積
（H19：250a）
（H22：270a）

体験者数

商品数
（H22：19ｱｲﾃﾑ）

販売目標
（H22：125万円）

観光客受入数
(H22：444人）

31アイテム
　

400万円

1,000人

3,000万円

350ａ

500人

牧野富太郎グッズの商品化（Ｔシャツ、雑貨等）

商品開発

販路拡大・販売促進

県外での販促、展示会

拠点整備への準備

販促グッズ作成

海外進出へ向けた準備

営業活動

月光桜シリーズの香り、雑貨、食品の商品化

観光イベントの実施・開発

体験メニューの開発

「牧野富太郎の道を歩く」イベントの支援

夜桜音楽会の実施

観光イベントを支える体制づくり

新商品開発

ご当地氷りの開発(地域間連携)

イチゴに関連した商品開発

調理加工販売、バックヤード施設の整備

さしすせそ計画に基づく黒潮印高付加価値商品の開発・販路拡大

ＮＰＯ砂浜美術館との連携による「さしすせそ商品」外販の強化（ネット通販等）

施設周辺環境整備／調理加工販売備品の充実整備



【幡多地域】

総括 課題
主な内容

 

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
項目 事業の概要 事業主体

33 カツオ文化のまちづくり事
業

≪黒潮町≫

・黒潮町商工会
・黒潮町
・高知県漁協

・黒潮一番館の活用方法
検討

・もどりカツオ祭の継続開
催

・「日戻りカツオ」の活用
方法

　 　 　

・カツオ新商品の開発（Ｈ２１～）
・黒潮一番館の施設改修（H２２）お
よび通年営業化（H２３．３～）
◆H21、22産業振興総合補助金を
活用し、商品開発、施設拡充、販路
開拓、商品ＰＲに取り組んだ結果、
新商品については、少しずつ販売実
績が上がっている。また、開発した
レシピをもとに、町内の事業者が新
商品開発に取り組むなど広がりが
出てきた。
　黒潮一番館の施設改修にあわせ
て通年営業となったことで、商品開
発によるカツオの需要拡大、交流人
口拡大など、「カツオのまち土佐佐
賀」のＰＲに貢献している。

名、 名 常勤職員を 置
取組を加速させた結果、H23売上は
前年比35％増の予定。
　町内から新たな素材を使った商品
開発の依頼や、加工場利用の問い
合わせ増など、黒潮町の食品加工
の核の一つとして認知されつつあ
る。
・一方で、運営体制や黒糖生産のの
課題等、今後も町をはじめとした支
援が必要である。

面積の拡大）

◆観光事業との連携に
よる体験観光の推進

日本一のカツオ漁獲高を誇る
カツオ一本釣り船団を有する
黒潮町佐賀地域において、カ
ツオを使った漁師町ならでは
の味の提供、新商品開発、Ｐ
Ｒ等の取組を進めることに
よって、「カツオ文化のまち」と
してのブランド化を図り、所得
の向上につなげる。

◆「漁師の味」の提供

◆新規開発商品の販売
体制の構築

◆黒潮町に水揚げされ
たカツオのブランド化

・運営組織の強化（雇用
含む）

34 佐賀地区の地域資源を活
用した拠点ビジネスの推
進

≪黒潮町≫

・黒潮町 ※地域ＡＰ追加（Ｈ２４）

35 水産物加工施設整備事業

≪黒潮町≫

・（有）土佐佐賀産直
出荷組合

※地域ＡＰ追加（Ｈ２４）

◆運営体制の構築

◆地域資源活用総合交
流促進施設整備（農林
水産物直売所・飲食施
設）

◆商品開発・販売促進

これまで以上の衛生管理・品
質管理が可能で、生産拡大
が図れる水産物加工施設を
整備することにより、さらなる
販売拡大を目指す。それによ
り、地域内の漁業者の所得拡
大を図る。あわせて、生産従
事者の技術力向上、営業面
での充実を行い、地域での雇
用を拡大する。

◆販路開拓・販売促進

◆加工体制の整備

◆生産の担い手対策及
び産地化に向けた体制づ
くり

地元の魚介類や農産物を
使ったレストランや、農林水産
物加工品の直販、幡多地域
の観光などの情報発信機能
を有する施設を黒潮町佐賀
地区に整備し、地域が主体的
に運営することで、地域の魅
力の発掘・発信や消費の拡
大、交流人口の拡大を図る。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）

指標及び目標
Ｈ２８以降

第２期計画

交流人口
（H19:8,700人）
（H22:12,000人）

16,000人

　 　

黒潮町に水揚げされたカツオのブランド化

ブ ド化 向けた 組（ ジ パ 認証を活 た販売促進）

「漁師の味」の提供

「漁師の味」を提供する町内飲食店の周知

新規開発商品の販売体制の構築

商品開発（カツオコロッケ、ハランボ焼き）・販売体制の推進

観光事業との連携による体験観光の推進

NPO砂浜美術館との連携による体験事業外販の強化

らっきょう、サトウキビ等原材料確保（栽培面積の拡大）

新品種の導入による収量確保、加工期間の拡大による加工量の増

雇用者数 正規　1名
ﾊﾟｰﾄ　7名

新規雇用 5名

ブランド化に向けた取組（ＭＥＬジャパン認証を活用した販売促進）

・地域食材を活用した特産品

・飲食施設提供メニュー

・体験観光メニュー

地域資源活用総合交流促進施設整備

（農林水産物直売所・飲食施設）

仕組みづくりの検討

運営体制の構築

運営主体の検討、決定

スタッフ育成

敷地造成工事

建築施設詳細設計

施設建築工事

備品整備

商品開発・販売促進

施設運営開始

生産の担い手対策及び産地化に向けた体制づくり

販路開拓・販売促進

既存販路の拡大

ウェブの活用・強化

新規販路の開拓

加工体制の整備

基本計画 施設整備

原材料確保の安定化・買い支え

魚食普及活動の推進

雇用の継続・新規雇用の創出

生産・加工技術の向上



【幡多地域】

総括 課題
主な内容

 

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
項目 事業の概要 事業主体

36 幡多広域における滞在
型・体験型観光の推進

≪幡多地域全域≫

幡多地域におけるコーディ
ネート組織として、質の高い
体験プログラムづくりや人材
育成、民泊など受入体制の充
実強化、それらを活用した周
遊ルートなど、商品造成、販
売誘致促進を図り、幡多地域
での滞在型・体験型観光の推
進を目指す。

・（社）幡多広域観光
協議会

・教育旅行受け入れ増の
取組
・一般旅行商品造成

　 　 　 　

37 竜串観光再発見事業

≪土佐清水市≫

・土佐清水市
・土佐清水市観光
　協会
・ＮＰＯ竜串観光
　振興会
・竜串地区
・竜串自然再生協
　議会

・観光客の減少

・観光消費額の減少

◆サンゴの保護・育成
への取組

◆地域産業と連携した
体験プログラム等の実
施・検証・見直し

◆観光施設の検証（施
設整備の協議・検討・
実施）

・法人化及び増員（Ｈ２２～）
・第２種旅行業取得（Ｈ２２）
◆組織体制が強化されたことで、従
来の教育旅行に加え、一般客もター
ゲットにした新たな需要、商品の掘
り起こし等、地域のコーディネート組
織（ワンストップ窓口）としてのさらな
る活躍が期待される。そのための新
たな営業戦略、人材育成、積極的な
誘客活動等、観光地域づくりのコア
となる事業展開が望まれる。

◆人材育成（インストラ
クター養成、スキル向
上、民泊受入世帯増）

◆「食」や「地域フィール
ド」等を活かした旅行プ
ラン造成・販売

◆誘致・プロモーション
活動

地域産業の連携と地域が協
働することで、観光客に地域
をまるごと知ってもらい、地域
住民と交流する施設や小動
物等とふれ合える施設等整
備の在り方、ＮＰＯ竜串観光
振興会が中心となって行って
いるサンゴ保全や観光メ
ニューづくりなどのソフト事業
について、地域住民や観光関
連団体、市が連携しながら検
討し、竜串観光の振興を図
る。

・ギャップ調査（Ｈ２２）
・観光資源の情報発信（Ｈ２３）
◆H22ステップアップ事業を活用し、
竜串の観光資源の認知度と関心度
のギャップ調査を実施。調査結果を
基に、H23産業振興総合補助金を
活用し、情報発信、認知度向上を図
ることで、今後の戦略展開に活かす
予定。

・イベント開催（Ｈ２１～）
・海のギャラリー運営管理（Ｈ２２～）
・ＮＰＯ竜串観光振興会による竜串
地域の施設再検証（Ｈ２２）
◆地元ＮＰＯ竜串観光振興会を中
心に、新たな観光メニューづくり、清
掃活動、サンゴ保全、イベント開催、
地元小学校の学習活動支援等、
様々な活動に取り組んでおり、今後
も竜串観光の中核組織としての活
動を期待する

　 　 　

38 土佐清水まるごと戦略観
光展開事業

≪土佐清水市≫

観光産業を地域の戦略的産
業と位置づけ、農業・漁業・商
業等と連動した地域まるごと
観光を推進するため、食・体・
商を集約した海の交流拠点
施設として「海の駅」を核に、
観光ニーズに即応できるワン
ストップサービスを推進する。

・（社）土佐清水市観
光協会
・地域活動団体
・土佐清水市

　 　 　

39 四万十市の地域資源を活
かした通年・滞在型観光
の推進

≪四万十市≫

四万十市内での滞在期間を
延ばし、宿泊を促す「通過型
観光からの脱却」と閑散期
（秋・冬）にも観光客に訪れて
いただく通年型観光へ向けた
取組及び観光客の情報収集
などの拠点となる施設整備に
より、宿泊型観光の増加を図
る。

・四万十市観光振興
連絡会議

・奥四万十楽しまん
とプロジェクトチーム

・四万十市

・花まつりの通年化（Ｈ２２～）
・食まつりとしてのイベント合同開催
（Ｈ２３）
◆通過型観光からの脱却と閑散期
（秋・冬）における集客増のため、秋
に特化した宿泊を促すイベントを開
催するにあたり、飲食店組合や旅館
組合との連携を強化し、官民一体と
なった観光客受入体制の足場を築く
ことができた。

・イベントに頼らない誘客
の仕組みづくりと観光商
品の造成

・マイカー旅行者をター
ゲットとした観光拠点の
整備

◆四万十川観光拠点整
備

◆地域資源を活用した
観光商品（体験型メ
ニューなど）の開発

・消費額の減少

・滞在時間を長くするため
の取組（体験型観光メ
ニュー充実、食の魅力発
信、イベント開催、2次交
通対策（自転車の活用）
など）

・官民一体となった誘
致活動、効果的なPRの
継続

◆地域の特性、資源を
活かした体験型プログ
ラムの造成

◆誘致・プロモーション
活動の推進

※地域ＡＰ追加（Ｈ２２）
・龍馬博・ふるさと博と連動した各種
イベントの開催（Ｈ２２～）
◆土佐清水市海の駅に市観光協会
事務局を設置。ジョン万次郎資料館
および龍馬博・ふるさと博のサテラ
イト会場として、「海の元気祭」等、
様々なイベントを開催。その結果、Ｈ
22観光入込客はH23目標を上回っ
た。
・一方、市や観光協会・関係団体と
も、震災以降の宿泊客や各観光施
設入場者、旅行消費額の減少に危
機感を抱いており、今後のイベント、
観光PR、誘致活動、個人観光客へ
のきめ細かな対応、体験型修学旅
行受入等での連携強化を目指して
いる。

動を期待する。



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）

指標及び目標
Ｈ２８以降

第２期計画

教育旅行受入数
（H22：3,074人）
一般旅行受入数
（H22：59人）

4,000人

30,000人

入込客数
（H22：12万人）

12.5万人

サンゴの保護・育成への取組

地域産業と連携した体験プログラム等の実施・検証・見直し

サンゴの保護・育成を中心とした自然再生・環境学習などの取組

観光資源のブラッシュアップ、新たな観光商品開発（体験型・滞在型メニューづくり）

海のギャラリー管理運営

観光ＰＲ、情報発信、イベント開催、体験ツアー受け入れなど

観光施設の検証（施設整備の協議・検討・実施）

老朽施設の改修・修繕（又は撤去）

インストラクター研修会の開催、先進地視察

市町村との連携のもと民泊研修会を開催、受入世帯１５０軒確保による教育旅行誘致

人材育成（インストラクター養成、スキル向上、民泊受入世帯増）

「食」や「地域フィールド」等を活かした旅行プラン造成・販売

事業者と連携し「食」や「地域フィールド」等を活かした周遊プランの造成・販売

マーケット、ニーズの把握によるブラッシュアップ

関係者と連携した旅行商品

開発、販売の仕組みができ

るようになる。

商品の安定化

安定的な受入体制の整備

地域の振興

誘致・プロモーション活動

教育旅行：民泊造成と連動した誘致。中国・九州エリアへの活動展開

一般旅行：エージェントが企画、利用しやすいツールの作成及び事業者と連携したセールス活動

マーケット分析による先を見

越した効果的な活動を展開

　 　

宿泊者数
入込客数
（H22：86.9万人）

82万人

　 　

観光商品（体験メ
ニュー）開発数
（H22： 63体験）

100体験

休止施設の在り方も含めた新たな施設整備及び既存施設の統合（集約）

地域の特性、資源を活かした体験型プログラムの造成

「清水サバ」「メジカ」をはじめとした「食」や「偉人」「自然」を活用した体験プログラムの造成及び地域のプレイヤー支援
地域滞在時間増による消

費額増、交流人口拡大

誘致・プロモーション活動の推進

にし阿波地域との商品造成、

ブランド化、ＰＲ

えひめいやし博、四国Ｃ

ルート協議会合同誘致事

業

宿泊と体験をセットにした商品販売

個人客向けのプロモーション展開

（社）幡多広域観光協議会との連携

地域の再ブランド化

個人客への浸透

四万十川観光拠点整備

四万十川に訪れた観光客

の窓口となる施設の検討

地域資源を活用した観光商品（体験型メニューなど）の開発

観光協会と連動した四万十

川観光におけるハブ機能

の構築

観光資源案内、道路情報、休息機能を有した施設整備

自動車使用による観光客へのおもてなし向上



【幡多地域】

総括 課題
主な内容

 

第１期計画（H21～23）の取組の総括等
項目 事業の概要 事業主体

　 　 　

40 竜ヶ浜自然体験・環境教
育交流推進事業

≪大月町≫

大月町柏島竜ヶ浜に、その植
生（県内で２箇所しかない湿
地帯）を活かした、自然体験
及び環境教育型の滞在交流
拠点施設を整備して、交流人
口の拡大と地域の経済の活
性化を図る。

・大月町 ・基本計画策定（Ｈ２２）
・施設整備（Ｈ２３）
◆H22ステップアップ事業を活用し
基本計画を作成、H23産業振興総
合補助を導入し、キャンプ場（管理
棟・炊事棟・駐車場・テントサイト等）
の整備及び体験メニューづくりを実
施した。本格稼働となるH24以降、
大月町の新たな交流拠点として活
用予定。

・管理運営を委託する観
光協会の収益体制の確
立

・施設へ海水浴客等を誘
導する仕組みづくり

・県内外へのPR

◆観光ルートづくり

◆体験メニュー作り、ブ
ラッシュアップ

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　

◆新たに開発された観
光商品（体験メニューな
ど）を使った観光客の受
入

◆観光協会の自立のた
めの組織作り

◆イベント開発・実施

◆教育旅行・一般旅行
の受け入れ

41 黒潮町の地域資源を活か
した体験型観光の推進

≪黒潮町≫

黒潮町の豊かな自然環境を
生かした体験型観光を推進す
ることで、都市部との交流人
口の拡大を図ると共に地域の
活性化につなげていく。

・ＮＰＯ砂浜美術館
・黒潮町

◆地域資源を活かした体験交流推
進（自然体験、一次産業体験、農漁
家民宿等）により、県内でも有数の
体験交流地域として認知されつつあ
る。
・一方、H22の龍馬博や高速道無料
化等、高知県観光ブームが今後が
沈静化する中での来訪者数維持・
増加に向けた取組が必要。

・インストラクターの確保
及び資質向上

・体験プログラム指導内
容のブラッシュアップ

　 　 　 　 　

◆インストラクター研修
会開催

◆体験プログラムの開
発及び磨き上げ研修会
開催



Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 指標 目標値（H27）

指標及び目標
Ｈ２８以降

第２期計画

　 　

利用者数 8,700人

　 　

　 　

新たに開発された観光商品（体験メニューなど）を使った観光客の受入

竜ヶ浜施設を軸とした町内、幡多地域の観光ルートの提案

観光ルートづくり

体験メニューの作りこみ、受け入れグループの育成など

体験メニュー作り・ブラッシュアップ

観光協会の自立のための組織作り

施設における収益の多様化により、観光協会の財源強化

協会の活動により地域特に会員企業の利益になる仕組みづくり

協会事務職員の人材育成

開発した体験メニューを中心とした定期的なイベントの実施

イベント開発・実施

教育旅行・一般旅行の受け入れ

施設を教育・一般旅行の拠点となる場所として活用

地域住民を交えた新たな資源の発掘、地域の魅力の再確認

地域の食・文化・歴史などを活用した観光商品（体験型メニューなど）の造成

広報、セールス、多数受入時の支援

マーケット、ニーズに沿った

プログラムの磨き上げ

観光商品増による入込客

数の増、リピーターの増

入込客数
（H22：57.8万人）

60万人

　 　

プ

インストラクター研修会開催

インストラクターの増

よりよいサービスの提供に

よるリピーターの確保

体験プログラムの開発及び磨きあげ研修会開催

地域資源を活用した体験プログラムの造成

磨きあげ研修会開催による体験交流時における指導内容のブラッシュアップ

地域の人材の活用

後継者不足の解消


	00【資料4】表紙・幡多地域AP（案）
	01【様式1】地域の産業～02概要指標240120（堆肥ベイ削除版）
	03【様式2】地図・一覧　240120（堆肥ベイ削除版）
	04【様式3】線表　240120（堆肥ベイ削除版）

